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首都圏西部地域の産業特性を活かした「産学官金の知の統合」によるSQOL技術の創出・事業化

地域イノベーション戦略

　首都圏西部地域に集積するイノベーション支援型産業、先端技術を牽引する大学・研究機関および関係機関による「産
学官金の知の統合」を行い、グリーンイノベーションおよびライフイノベーションを促進する。個々の状況、多様な個別
ニーズにも適合して、暮らしの質を向上させるSQOL技術を次々に創出することにより、都市課題の解決と持続的に発展
可能な活力ある地域づくりに貢献する。またその成果をグローバル市場へ発信し、SQOL技術の普及・拡大を推進する。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：首都大学東京、電気通信大学）
　　先進先端技術に知見があり戦略技術を生み出すために最適な研究者を招へいして研究を実施し、産学官金連携によ 
　るSQOL技術の創出をめざす。招へいする海外の研究者と共同で研究を進め、多国籍対応可能なシステム構築を行う。

2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施（実施機関：電気通信大学、埼玉大学、芝浦工業大学）
　　電気通信大学：ICT及びセンサー技術の人材育成プログラムの開発・実施
　　埼玉大学：創造性豊かな独創的次世代自動車関連技術者/研究者を養成するための育成プログラムの開発、実施
　　芝浦工業大学：「分野横断的な技術の組み合わせ」に対応できる技術人材の育成プログラムの開発、実施

3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：一般社団法人　首都圏産業活性化協会（ＴＡＭＡ協会））
　　総合調整機関として本プログラムの推進管理や新規事業企画、各機関との連絡調整等を行う。プロジェクト・ディ
　レクターと5名の地域連携コーディネータを配置し、本地域での「知のネットワークの構築」、連携案件のマッチング
　等のコーディネートなど、SQOL技術の創出に取り組む。

4. 地域の大学等研究機関での研究設備・機器等の共用化（実施機関：埼玉大学、東洋大学）
　　地域の大学の研究設備・機器等を活用して、SQOL技術の開発を支援する。
　　　埼玉大学：アンビエントモビリティインターフェース研究開発拠点（次世代自動車関連のSQOL技術開発支援）
　　　東洋大学：バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター
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●研究機能・産業集積高度化地域（平成23年～27年度）

首都圏西部スマートＱＯＬ（Quality of Life）技術開発地域
総合調整機関
一般社団法人　首都圏産業活性化協会
〒１９２-００８３　
東京都八王子市旭町９番１号
八王子スクエアビル11階

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…（社）首都圏産業活性化協会
学…首都大学東京、電気通信大学、東京農工大学、埼玉大学、青山学院大学、芝浦工業大学、東洋大学
官…埼玉県、東京都、さいたま市、相模原市
金…西武信用金庫　　
　　イノベーション推進機関：東京都立 産業技術研究センター
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　首都圏西部地域が、世界有数のライフイノベーション・グリーンイノベー

ションの新産業創出拠点となることを目標に、多数の優秀な中小企業・理工

系大学が集積する特性を活かしつつ、産学官金の人的ネットワークを効果的・

機動的に活用し、産学・産産連携による新事業創出活動を支援している。

略歴：（財）相模原市産業振興財団
事務局長を経て、2001年より
（社）首都圏産業活性化協会事務局
長就任（現在に至る）。

プロジェクトディレクター

岡 崎 　 英 人

フッ素化学多面展開技術を活用した次世代エネルギーデバイス創生による地域イノベーションへの取り組み

地域イノベーション戦略

　ふくい地域に集積する地域産業とエネルギー関連産業の研究成果を発展させ、新たな産業を創造するための地域構
想「福井経済新戦略」に基づいて産学官金が一体となって連携し、フッ素化学多面展開技術を活用した次世代エネル
ギーデバイス創生による地域イノベーションの構築に取り組むことにより、環境と安全に配慮した「グリーン＆セーフ
ティーイノベーション」を創出する。

事業の内容

1. 地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積（実施機関：国立大学法人福井大学）
　　イノベーションの鍵となるフッ素化学やエネルギーデバイス関連の研究者など、地域構想を担う研究者を招聘し、
　地域の大学等研究機関への集積を図り、地域イノベーション戦略実現に向けた研究の重点的な推進を行う。

2. 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施（実施機関：国立大学法人福井大学）
　　次世代エネルギーデバイス創成の実現に向けた地域の取組を継続的なものとするため、産学官が協調、恊働して、
　継続的に研究開発プロジェクトリーダー人材を育成するプログラム（企業実践塾等）を開発し、実施する。

3. 大学等の知のネットワークの構築（実施機関：公益財団法人ふくい産業支援センター）
　　研究成果の企業化開発ネットワーク構築のための地域連携コーディネータを配置して、地域における大学・研究機
　関の技術シーズの発掘や技術シーズの情報を収集・整理するとともに、企業ニーズの調査・マッチングや県外の研究
　機関、企業との広域的な連携に取り組む。

4. 地域の大学等研究機関での研究設備・
　 機器等の共用化
　（実施機関：国立大学法人福井大学）
　　大学の研究設備・機器等の地域中小企
　業等による活用を促進し、環境・エネル
　ギーデバイス開発関連を中心とした地域
　の技術シーズの実用化への研究開発を
　加速するため、技術支援スタッフを配置
　して、研究設備・機器等のオペレーショ
　ンや技術相談等を行う。 

ナノテク・材料

●研究機能・産業集積高度化地域（平成23年～27年度）

ふくいエネルギーデバイス開発地域
総合調整機関
公益財団法人　ふくい産業支援センター
〒９１０-０１０２　
福井県福井市川合鷲塚町６１－１０
TEL０７７６-５５-１５５５

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…福井県経済団体連合会
学…国立大学法人福井大学、 学校法人金井学園福井工業大学、他
官…福井県、 財団法人若狭湾エネルギー研究センター、 
　　公益財団法人ふくい産業支援センター
金…株式会社福井銀行、他
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　福井県内外の産学官の力を結集して事業を推進し、地域のイノ

ベーション創出のために取り組んでいく。具体的には、ふくい地

域がこれまで取り組んできた産学官共同による都市エリア事業

等を発展させ、地域が有する優れたものづくり企業の特性を活か

して、人、プロジェクトを育て、グローバル市場へのエネルギーデ

バイス基幹部材の供給基地を目指していく。

略歴：平成20年　福井県産業労働部  
技幹（兼　福井県工業技術センター所長）
平成22年　(公財)ふくい産業支援センター
　常務理事　現在に至る

プロジェクトディレクター

笠 嶋 　 文 夫

≪産学官金連携の取り組みによる案件創出≫
首都圏西部イノベーション推進協議会は、
 ① 地域の知の発掘
 ② 産学官金連携・マッチング
 ③ 研究開発・技術開発
 ④ 販路開拓・グローバル展開
　  を通して、産学官金の知を統合して、
　  SQOL技術の創出から事業化まで支援し
　  ています。
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大学技術工房
（技術シーズ集）

ワザ自慢100
（企業技術PR集）

研究会・分科会

事例紹介

技術連携交流会
①地域の知の発掘
（ニーズ・シーズ）

④販路開拓・
グローバル展開

総合調整機関
（TAMA協会）

③研究開発・
技術開発

②産学官金連携・
マッチング

招聘研究者発表会

知のマッチング会

研究者集積

人材育成

設備機器共用化

TAMA産学官金
サミット
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